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１．はじめに

本研究は，前年度報告の「札幌円山地区の集合住宅名称にみる“円山”の地理的範囲につい

て（北翔大学生涯学習システム学部研究紀要２０１４．３）」に引き続き，札幌円山エリアが札幌市

が推進する「創造都市さっぽろ」事業のシンボルエリアとなりうる可能性を探ることを目指し，

円山エリアのビジネス展開について考察を進めるにあたって基礎的情報を整理することを目的

としている。本研究では，公開されている統計情報にみる円山エリアの事業所の現状について

整理し，加えて，札幌市市長政策室企画部より入手した札幌市の事業所に関する独自集計情報

から，新たな分析を加え「創造都市さっぽろ」事業の展開からみた円山エリアの可能性を探る

観点でその事業所状況を考察するものである。

円山エリアをどの範囲でとらえるかは，さまざまな捉え方があろうが，本研究では我々が平

成２４年度研究で示した，“旧円山市場（大通西２３丁目，北翔大学ポルト近傍）を中心とした半

径１～１．２�”のエリアをめやすとしつつ，各種の統計情報から分析ができるように札幌市市

長政策室政策企画部が公表する札幌市統計区域図の統計区に概ね合う「統計区１０１６」と「統計

区１０１７」及び，一部「統計区１０１１」についても円山エリアと仮定して分析する。統計区１０１６は

北円山，統計区１０１７は南円山と呼ばれている地区に対応している。

本研究では，平成２１年度札幌市事業所統計情報をもとに円山エリアの事業所の状況について

概観する。統計区番号１０１６「北円山」，１０１７「南円山」について，札幌市「中央区」および札

幌市全域「全札幌市」との比較から円山エリアの事業所の特徴を把握していく。

なお，平成２６年２月時点において札幌市が公開する事業所に関する「経済センサス－基礎調

査」で最も新しい統計資料は平成２１年７月１日時点のものである（「平成２１年経済センサス－

基礎調査 札幌市の事業所 平成２１年７月１日現在」（平成２４年３月 札幌市市長政策室政策

企画部企画課発行））。本研究ではこの統計情報と札幌市の同部署から入手した独自集計情報を

もとに考察している。「経済センサス－基礎調査」とは，国内の事業所及び企業を対象として

総務省が行う基本的統計調査あり，事業所及び企業の基本的構造を明らかにすることを目的と

している。なお，次期「経済センサス－基礎調査」は平成２６年７月１日現在によって実施され

る予定であり，その調査結果の公表は平成２７年６月以降に行われる。
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図１．円山エリア周辺の統計区域図（出所：札幌市統計区域図平成２０年１０月より作成）
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２．札幌市全体の事業所の概況

まず，札幌市全体の事業所の概況について，「平成２１年経済センサス－基礎調査札幌市の事

業所」からポイントを挙げる。

１）産業別事業所数及び従業者数：平成２１年７月１日現在，札幌市の事業所数は８０，３１３事業所，

従業者数は９２７，９７１人となっている（国・地方公共団体事業所を含む）。

２）事業所数を産業大分類別にみると，「卸売業，小売業」が１９，６７４事業所で全体の２４．５％と

４分の１を占めて最も多く，以下，「宿泊業，飲食サービス業」が１１，２９８事業所（１４．１％），

「不動産業，物品賃貸業」が９，３９０事業所（１１．７％），「建設業」が７，８２０事業所（９．７％），

「生活関連サービス業，娯楽業」が６，６８６事業所（８．３％）などと続いている。

３）従業者数においても「卸売業，小売業」が２１０，３４８人と従業者全体の２２．７％を占めて最も

多く，以下，「医療，福祉」が１０３，９６１人（１１．２％），「宿泊業，飲食サービス業」が９４，５０５人

（１０．２％），「サービス業（他に分類されないもの）」が９３，６８０人（１０．１％）などと続いてい

る。

４）事業所数を産業中分類別にみると，「飲食店」が１０，３１１事業所で全体の１２．８４％を占めて最

も多く，以下，「不動産賃貸業・管理業」が７，８２５事業所（９．７４％），「洗濯・理容・美容・浴

場業」が５，０１４事業所（６．２４％），医薬品・化粧品小売業，書籍・文房具小売業などが含まれ

る「その他の小売業」が４，９２６事業所（６．１３％），「医療業」が ３，６４３事業所（４．５４％）など

と続いている。

５）産業中分類別の従業者数についても，「飲食店」が７１，３６９人で全体の７．６９％を占め事業所

数と同様に最も多く，以下，「医療業」が６８，０７０人（７．３４％），ビルメンテナンス業，警備業

などが含まれる「その他の事業サービス業」が６０，６４６人（６．５４％），「その他の小売業」が４５，９９５

人（４．９６％），「飲食料品小売業」が４５，５３１人（４．９１％）などと続いている。

※ なお，平成２４年の「経済センサス－活動調査」（平成２４年２月１日現在）によれば，札幌

市の民営事業所数は７４，３３５事業所，従業者数は８３１，７００人となっている。平成２１年と比べる

と，事業所数は５，０８０事業所の減少（６．４％減），従業者数は３９，８２４人の減少（４．６％減）と

なっている（国・地方公共団体事業所を含まず）ものの，産業分野別にみる事業所数・従業

者数の構成比率に大きな変化は見られない。

３．円山エリアの事業所の特徴

次に，円山エリアの事業所の状況について，統計区１０１６「北円山」，１０１７「南円山」，及び１０１１

「大通西１１－１９丁目」と札幌市全域「札幌市」，札幌市「中央区」，統計区１００１「札幌駅前都

心」との比較から，円山エリアの事業所の特徴を把握する。

表１は，区域別の人口，事業所数，従業者数，表２は，産業分野別の構成比をまとめたもの
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である。

まず，円山エリア（統計区１０１６北円山と１０１７南円山）の居住人口の状況について述べる。

１）平成２６年１月時点の居住人口は，１０１６北円山が１７，６９３人，１０１７南円山は１８，３２０人である。

平成２１年７月時点の人口に対する平成２６年１月時点の人口増加数の比率でみると，札幌市全

域で＋２．２％（４１，１３７人増）であるのに対し，１０１６北円山＋７．８％（１，２８７人増），１０１７統計区

＋８．１％（１，３７８人増）と人口増加率が高く，前年度研究で示したように円山エリアではマン

ション需要にともなう人口の流入が高まっている。両統計区では，中央区の増加率（＋８．１％

（１６，８３２人増））と同程度の人口増加傾向にあるといえる。なお，１０１６北円山と１０１７南円山

の東側に隣接する統計区１０１１（大通西１１～１９丁目）での人口増加率がかなり高い＋１９．６％

（１，８２９人増）。

次に産業種別にみる１０１６北円山と１０１７南円山，及び１０１１大通西１１－１９の事業所の特徴につい

て述べる（平成２１年７月時点，次表）。

２）１０１６北円山の事業所数は８９０（民営は８８３），従業者数は９，６０４人である。同区内の居住人口

１００人当たりの事業所数は５．４である（札幌市４．３，中央区１１．４）。産業種別ごとにみると，「卸

売業・小売業」の同統計区内の事業所数比率が３４．０％と，札幌市２４．８％中央区２４．６％に比し

て高く，その中でも特に「飲食料品卸売業」の比率が７．１％と札幌市１．７％，中央区２．１％

１０１７北円山０．８％に比してかなり高い。１０１６北円山には桑園地区が一部含まれており，元々

このエリアには卸売業を営む事業者が多い地区であることが要因であろう。また，「飲食料

品小売業」の事業所数比率が６．１％と，全札幌市４．５％，中央区４．０％に比してやや高くなっ

ている。一方「建設業」の事業所数が５．２％と札幌市の９．８％に比して低くなっている。また，

ソフトウェア業を含む情報サービス業が１．２％（１２事業所）と中央区の２．０％よりも低く，札

幌市全域１．１％とほぼ同じ構成比である。さらにデザイン業０．５％（４事業所），広告業０．２％

（２事業所）であり，建築設計業２．９％（２６事業所）等を含む学術研究・専門技術サービス

業は７．２％（６４事業所）で，中央区の７．９％よりやや低くなっている。以上のように１０１６北円

表１．円山エリアの事業所の特徴（※人口以外は，平成２１年７月１日時点）

札幌市 中央区
１００１
駅前都心

１０１１
大通西
１１－１９

１０１６
北円山

１０１７
南円山

人口（H２６．１．１時点）
（H２５．１．１時点）
（H２４．１．１時点）
（H２３．１．１時点）
（H２２．１．１時点）
（H２１．７．１時点）

１，９３０．４９６
１，９２２，７３４
１，９０６，０４８
１，８９７，２６１
１，８９２，３６８
１，８８９，３５９

２２４，４００
２２１，１８０
２１５，７９９
２１２，０５１
２０８，９７１
２０７，５６８

１，９４７
１，９７９
１，７４４
１，７０２
１，６３７
１，６００

１１，１５４
１０，６６３
１０，１０１
９，６２６
９，３６６
９，３２５

１７，６９３
１７，３０９
１６，９３１
１６，６２８
１６，４３２
１６，４０６

１８，３２０
１７，８３２
１７，５８５
１７，４０８
１７，１０６
１６，９４２

事業所数（公共団体含む） ８０，３１３ ２３，７２６ ４，１４９ １，７１８ ８９０ １，０１８

従業者数（ 〃 ） ９２７．９７１ ３２６，８５４ １０４，３８１ ２０，７８３ ９，６０４ ６，５８６
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山の産業種別の事業所の特徴としては，飲食料品の卸売業や小売業など「卸売業・小売業」

などの事業所比率が高く，一方でデザイン，広告，情報サービス業などのクリエイティブ系

の事業所が多いとはいえない。

３）１０１７南円山の事業所数は１，０１８（民営は１，０１６），従業者数は６，５８６人である。同区内の居住

人口１００人当たりの事業所数は６．０である。産業種別ごとにみると，食料品小売業の構成比が

８．９％（９０事業所）（中央区４．０％，１０１６北円山６．１％）と高く，織物・衣服・身の回り小売業

５．０％（５１事業所）も中央区３．８％，１０１６北円山２．２％に比して高い。これらの小売業を含む

「卸売業，小売業」が同区の事業所数の２８．７％を占め，札幌市２４．８％中央区２４．６％に比して

やや高くなっている。また，飲食店の事業所数が１５．８％（１６１事業所）と１０１６北円山の９．５％

（８４事業所）の約２倍となっている。一方で「建設業」・「製造業」は３．６％・１．４％と札幌

市９．８％・３．６％に比してかなり低い。また，情報サービス業が０．８％（８事業所）と少なく，

デザイン業０．４％（４事業所），広告業０．５％（５事業所），建築設計業１．２％（１２事業所）も

少なく，これらを含む学術研究・専門技術サービス業は６．５％（６６事業所）と多くはない。

１０１７南円山についても，１０１６北円山と同様にデザイン，広告，情報サービス業などのクリエ

イティブ系の事業所が多いとはいえない。

４）１０１１大通西１１－１９の事業所数は１，７１８（民営は１，６９０）と１０１６北円山の約２倍，１０１７南円山

の約１．７倍の事業所数がある。居住人口は両区の６割程度である。産業種別ごとにみると，

「卸売業，小売業」が３５９事業所と１０１６北円山３００事業所，１０１７南円山２９２事業所を数ではや

や上回っている。飲食店の事業所数は１４５事業所と１０１７南円山の１６１事業所よりは少ない。一

方，特徴的なのが法律事務所や会計事務所・税理士事務所の多さである。これらを含む学術

研究・専門技術サービス業が２２．５％（３８０事業所）を占めている。また，デザイン業０．７％１２

事業所，広告業０．９％１６事業所，情報サービス業３．３％５６事業所，建築設計業３．３％５５事業所

と，わずかではあるがクリエイティブ系の事業所がやや多いとえる。

５）経営組織について，民営で個人経営と民営法人の構成比についてみる。札幌市全体では，

事業所のうち個人経営が２９．４％，民営法人が７０．１％（他は法人ではない民営会社）であるの

に対し，中央区では個人経営が２８．３％・民営法人が７０．７％，１００１駅前都心では７．１％・

９０．３％，１０１１統計区では２９．２％・６９．２％であった。一方，１０１６北円山では２２．５％・７６．６％と

個人経営の比率は高くないものの，１０１７南円山では３８．６％・６１．０％と個人経営の事業所が４

割近くを占めている。

９５



表２ 産業分類別にみた円山エリアの事業所数（札幌市，中央区，駅前都心等との比較から）
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３．従業者規模別にみた事業所の状況

表３に円山エリア周辺の統計区（１０１６北円山，１０１７南円山，１０１１大通１１－１９）及び札幌市全

域，中央区，１００１駅前都心の統計区について，従業者規模別事業所数とその構成比を示す。な

お，この表の事業所数には，国・地方公共団体の事業所数が含まれているが，その授業所数は

全体の１．１％に過ぎないことから，以下の記述は民営事業所の特徴として捕らえてよいと考え

る。以下，その特徴を挙げる。

１）札幌市全体でみると，従業者規模「１～４人」が４４，８４１事業所で全体の５５．８％と半数強を

占めている。「５～９人」は１６，４４４事業所２０．５％であり，１０人未満の事業所が全体の４分の

３（７６．３％）を占めていることなる。

２）一方，１０１６北円山は，従業者規模「１～４人」が４８６事業所５４．６％，「５～９人」が２０３事

業所２２．８％となっており，１０１１大通１１－１９丁目も従業者規模「１～４人」が９９９事業所で全体

の５８．１％，「５～９人」が３４２事業所１９．９％となっていて，両区とも半数強の事業所の従業

者規模が「１～４人」である状況は，札幌市全域でみたときとほぼ同じである。

３）これに比べ，１０１７南円山ではさらに従業者規模「１～４人」の比率が高く，小規模事業所

が大半を占めているといえる。具体的に１０１７南円山では，従業者規模「１～４人」が６６８事

業所で６５．６％と３分の２を占め，「５～９人」は２１７事業所２２．８％であり，両者を合わせた１０

人未満の事業所が９割近く（８６．９％）を占めている。

４）２０人以上の従業者規模の事業所比率をみても，札幌市全体１１．３％，中央区１２．２％，１０１１大

通１１－１９丁目１０．４％，１０１６北円山１１．５％であるのに対して，１０１７南円山では５．３％しか占め

ておらず同区内に中規模以上の事業所はわずかである。

５）産業分野「卸売業，小売業」での事業所の従業者規模をみても，前記２）～４）とほぼ同

様の傾向がみられるが，１０１６北円山で「１～４人」の事業所比率がやや減り（４２．７％），「５

～９人」の事業所比率（２９．０％），及び「１０～１９人」の事業所比率（１５．７％）が増す。１０１６

北円山で中規模以上の卸売業を営む事業所が多いことがその要因にあろう。一方，１０１７南円

山では，「卸売業，小売業」でも小規模の事業所が多く，「１～４人」の事業所が６６．４％，

「５～９人」の事業所も含めると８６．３％，約９割を占めている。

６）産業分野「宿泊業，飲食サービス業（大半が飲食店）」では，１０１１大通１１－１９丁目，１０１６

北円山，１０１７南円山ともに「１～４人」の事業所数が３分の２（順に６２．８％，６７．４％，

６５．１％）を占め，「５～９人」を含めると順に８５．５％，８６．５％，８９．８％となっており，札幌

市全域（同７６．３％）や中央区（同７４．７％）と比して，これら３区の飲食店は，小規模な事業

所が大半を占めるといえる。

７）産業分野「学術研究，専門・技術サービス業」では，１０１１大通１１－１９丁目で「１～４人」

の小規模な事業所が７割近く（６９．４％，２６５事業所）を占めている。「５～９人」を含めると

９割（８８．８％，３３９事業所）が１０名未満を占めている。これらの多くが法律事務所，税理士

９７



事務所，会計士事務所である（前表）。一方，１０１６北円山，１０１７南円山にはそもそも「学術

研究，専門・技術サービス業」が少ないが（６５事業所，６６事業所），１０１７南円山ではその７割

（６９．７％，４６事業所）が「１～４人」の小規模な事業所である。

表３．統計区別にみる従業員数（国・地方公共団体含む）

小室：統計情報にみる札幌円山エリアの事業所の状況９８



４．円山エリア３統計区の事業所状況

平成２１年度札幌市事業所統計情報をもとに円山エリアの事業所の状況について述べてきた。

改めて，統計区番号１０１６北円山，１０１７南円山，及び１０１１大通１１－１９丁目について，事業所の特

徴を次のようにまとめる。

１）１０１６北円山について，民営の事業所数は８８３であり，居住人口（１６，４０６人）と事業所数の

比率（０．０５４）は札幌市全域平均（０．０４３）に近い。産業種別ごとにみると，「卸売業・小売

業」の同統計区内の事業所数比率が３４．０％と高く，その中でも特に「飲食料品卸売業」の比

率（７．１％）がかなり高い。また，「飲食料品小売業」の事業所数比率（６．１％）やや高い。

飲食料品の卸売業や小売業など「卸売業・小売業」などの事業所比率が高い一方で，情報

サービス業やデザイン，広告，情報サービス業などのクリエイティブ系の事業所が多いとは

いえない。従業者規模は，「１～４人」が５４．６％，「５～９人」２２．８％と４分の３（７７．４％）

が１０人未満の事業所である。

２）１０１７南円山について，民営の事業所数は１，０１６であり，居住人口（１６，９４２人）と事業所数

の比率（０．０６０）は札幌市全域平均（０．０４３）をやや上回る程度である。産業種別ごとにみる

と，食料品小売業の構成比が８．９％と高く，また織物・衣服・身の回り小売業５．０％も，１０１６

北円山２．２％に比して高い。「卸売業，小売業」が同区の事業所数の２８．７％を占めている。飲

食店の事業所数が１６１事業所と１０１６北円山の８４事業所の約２倍となっている。また，情報

サービス業が（８事業所）と少なく，デザイン業（４事業所），広告業（５事業所），建築設

計業（１２事業所）と少なく，これらを含む学術研究・専門技術サービス業は６．５％（６６事業

所）と多くはない。１０１７南円山についても，１０１６北円山と同様にデザイン，広告，情報サー

ビス業などのクリエイティブ系の事業所が多いとはいえない。また，１０１７南円山の事業所の

従業者規模は小さく，「１～４人」が６５．６％，１０人未満が８６．９％と９割近くを占めている。

３）１０１１大通１１－１９丁目について，民営の事業所数は１，６９０であり，１０１６北円山の約２倍，１０１７

南円山の約１．７倍の事業所数がある。居住人口（９，３２５人）と事業所数の比率（０．１８１）は札

幌市全域平均（０．０４３）の大きく上回り，都心部に近いことから事業所の多いエリアとなっ

ている。産業種別ごとにみると，特徴的なのが法律事務所や会計事務所・税理士事務所の多

さである。これらを含む学術研究・専門技術サービス業が２２．５％（３８０事業所）を占めてお

り，その７割は従業者「１～４人」の小規模な事業所である。また，デザイン業０．７％１２事

業所，広告業０．９％１６事業所，情報サービス業３．３％５６事業所，建築設計業３．３％５５事業所と，

わずかではあるがクリエイティブ系の事業所が１０１６北円山や１０１７南円山よりは多いとえる。

４）１０１６北円山，１０１７南円山，１０１１大通１１－１９丁目の３エリアともに，飲食店の従業者規模が

小さく（中央区全体でみたときの数値よりも小さい），３分の２が「１～４人」，９割が１０人

未満の従業員数となっている。

９９



５．まとめ

本研究では，前年度報告の「札幌円山地区の集合住宅名称にみる“円山”の地理的範囲につ

いて（北翔大学生涯学習システム学部研究紀要２０１４．３）」に引き続き，札幌円山エリアが札幌

市が推進する「創造都市さっぽろ」事業のシンボルエリアとなりうる可能性を探ることを目指

し，円山エリアのビジネス展開について考察を進めるにあたっての基礎的情報を整理してきた。

なお，本研究は平成２５年度に筆者が研究代表者となり札幌市から受託した共同研究「平成２５

年度札幌市大学提案型共同研究事業：創造都市さっぽろのシンボルエリア創出に向けた円山地

区のブランド化のための調査・研究（北翔大学・北海道大学研究グループ１））」において，筆

者が分析を担当した内容の一部を改めて見直しをし加筆修正を加えたものである。

注

１）平成２５年度に札幌市から受託した共同研究の執筆メンバーは，筆者のほか，北海道大学観

光高等研究センター准教授 内田純一氏，北翔大学芸術学科教授 林 享氏，北翔大学短期

大学部教授 菊地達夫氏，民間からオフィスひびき代表 首藤ひろえ，株式会社 KITABA

相談役 東村有三，株式会社フィルド代表取締役 斎藤貴之氏である。
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